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昨日午後、政府は臨時閣議を開き人勧完全実施の方針を決定しました。

政府は給与法改正案を臨時国会に提出し、今月末の成立を目指します。
	片山総務大臣は昨日午前、公務労協との会談で人事院勧告を完全実施する方針を表明していました。

政府は人勧完全実施と合わせ、自立的労使関係を措置するための法案を次期通常国会へ提出するとした文書も閣議決定しました。
勧告どおりの削減により、国家公務員一般職は年間平均９万４千円もの減額となります。（平均年間給与633万９千円／平均41.9歳）これにより国家公務員全体で約790 億円もの人件費が削られることになります。
	
	
	これに対しマスコミは「支持母体である労組への配慮や、訴訟問題に発展することなどから最終的に見送った」などと書き立てています。　　【以上、ネットの各報道より】
自治労・公務員連絡会が取り組んできた労働者の権利を守り、組合員の生活を防衛するたたかいの観点からすれば、労働基本権制約の代償措置である人事院勧告の「深堀り」を阻止し、勧告を尊重させたことは、まさにこの間の運動の成果です。このことを私たちはしっかり確認しましょう。




10月23日「現業公企統一闘争勝利！全道総決起集会」を開催

	　全道から27単組総支部50名が結集しました。私も津別町職を代表し参加しました。

冒頭、９月の道本部現業公企評議会の定期総会で新議長となった浅野さん（釧路市役所労組）が、「公務員制度改革を控え、これから単組の力量が問われる。現業公企統一闘争と確定闘争を連動させ18日のヤマ場に向け、しっかり交渉展開を」と挨拶をしました。
その後、櫛部道本部賃金部長が、「技能労務職員の賃金と周辺の課題」と題して、技能労務職員の給与決定の原則などを説明し、中央本部の作業委員会報告が示している「職の確立」や技能労務職員の賃金のあり方につい
	
	
	ついて納得性を得られる理論づくりが必要であるなど今後の課題が提起がされました

　続いて、道本部現業公企評議会の新しい事務局長でもある中野渡組織部長から、現業公企統一闘争の推進について提起がありました。中野渡さんも初仕事。ガチガチになって提起していました。

　その後の決意表明では、網走地方本部から中村事務局長（網走市労連）が力強く決意表明を行いました。

　全道の現業評議会が一丸となって取り組みを進めなくてはと実感しました。
現業評議会議長　窪田信祐







	10月21日、自治労の総務省公務員部長交渉の結果です。（前号のつづき）


【部長回答】（以下のとおりです）
■ 国家公務員の協約締結権の付与

国家公務員制度改革基本法では、国家公務員の労働基本権について、協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及び費用を含む全体像を国民に提示し、その理解のもとに、国民に開かれた自律的労使関係制度を措置する、とされている。

■ 地方公務員の労使関係制度

　「国家公務員の制度に併せ整合性をもって検討する」とされている。国家公務員制度改革


	
	
	革推進本部に設置された労使関係制度検討委員会が、昨年12月に報告書をとりまとめた。総務省としては、地方公務員の具体的検討に当たり、当該本部の検討に連携・協力していく所存である。地方公務員の労使関係制度については、国家公務員制度改革に係る関連法案の内容や地方の実情を踏まえ検討する。その際、労使双方の意見も十分に踏まえることが重要と考えられるところであり、関係する方々の意見も伺う。
■ 消防職員の団結権のあり方

本年1月に検討会が設置され、労働基本権の尊重と国民の安心・安全の確保の観点に立ち、自治体、労働団体、有識者の意見を幅広く聞きながら、精力的に検討を進めていただいている。現在、ワーキンググループにおいて、専門的かつ第三者的な立場から考え方の整理を行うため、議論が進められている。今後、検討会としてのとりまとめに向けて、座長である逢坂政務官のもとで、さらに議論を進めてまいりたいと考えている。

（次号へつづく）
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「町長と職員組合の懇談会」を開催





第１回　１１／　９（火）17：30　集会室　　参加対象　４０歳以上の組合員


第２回　１１／１０（水）17：30　集会室　　参加対象　４０歳未満の組合員














【自治労】地方公務員への協約締結権の付与など新たな自律的労使関係制度については、国と同時に開始されるよう措置すること。制度設計にあたっては、団体交渉と労使合意による賃金・労働条件決定を重視し、われわれとの十分な協議を行うこと。また、消防職員に対し、団結権を付与すること。




















津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


